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１．はじめに

わが国では、戦前、女子（１）は少数の例外を除いて、大学への入学を認められていなかっ
た。しかし、戦後には、新制女子大学や女子短期大学が創設されたり、男女共学大学制が
実施されたりするなど、女子に対する高等教育機会は急速に開かれていった。このような
女子の高等教育機会の拡大とともに、女子の大学・短大への進学者も急増した。女子の大
学・短大進学率について、1960年から2000年までの推移を10年毎にみると、5.5%（男子
14.9%）、17.7%（29.2%）、33.3%（41.3%）、37.4%（35.2%）、48.7%（49.4%）である。さら
に、2008年には54.1%（56.5%）にまで上昇している（国立女性教育会館 2009）。

このように、戦後、女子の高等教育機会が急激に拡大したことや、それに伴って女子の
大学・短大進学率が急上昇し、今日それにおける男女差がほとんどないことをみれば、

「高等教育では男女（２）平等が達成されている」または「高等教育では男女対等になってい
る」と広く受け止められるのも無理がないように思える。また、北欧諸国、アメリカ、イ
ギリスなどでいわれてきたような「高等教育の女性化」現象がわが国においても急速に進
行しているようかのようにもみえる。

しかし、それでは本当に高等教育では男女平等が達成された、あるいは男女対等になっ
たといえるのだろうか。答えは「ノー」である。例えば、大学と短大への進学者の内訳を
男女でみると、男子の場合、そのほとんどが大学に進学するのに対して、女子の場合、大
学に進学する者と短大に進学する者とに分かれるという男女差が依然顕著である（３）。例
えば2008年の大学・短期大学進学率を男女別および大学・短期大学別にみると、男子の場
合、大学55.2%、短大1.3%（計56.5%）に対して、女子の場合、大学42.6%、短大11.5%（計
54.1％）である（文部科学省　2009）。国際的にみても、先進諸国の中で、大学進学にお
ける男女差が日本ほど顕著に見られる国はなく、例えば OECD は、「OECD 各国平均で
は、大学型高等教育の卒業率は、女性が47%、男性が31% と、女性の方がかなり高」いに
もかかわらず、「日本では男性の大学型高等教育の卒業率の方がかなり高い」（OECD 
2009 62︲63）と日本の特異性を指摘している。わが国では、高等教育機関への入学者の動
向について言及する際、大学進学率と短大進学率を合わせた「大学・短大進学率」（４）が用
いられることが多く、そのために高等教育における男女差が不可視化あるいは隠蔽されて
いるといえよう。その他にも、専攻分野における男女の偏りという問題や、大学院進学率
に見られる男女差など様々な問題がある（５）。

高等教育におけるこのようなジェンダー問題については、海外の研究を含め、すでにか
なりの研究の蓄積がある。次節で考察するように、男子の大学進学率に比べて、女子の大
学進学率が低いという問題に限れば、そのような男女差が生じる理由や、男女差があるこ
とによって生じている問題について、これまでもかなり詳細な研究が行われてきた。その
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一方で、それらの背景や問題点を踏まえて、女子の大学進学に伴う効果の有無について
や、効果がある場合には、どのような点においてなのかについて検討を試みる研究は少な
い。特にそのような効果について理論的な説明を試みる研究はほとんど見あたらない。し
かし、女子の大学進学に伴う効果を明らかにすることができれば、女子の大学進学を促す
契機になるのではないか。

よって、本稿では、女子の大学進学に伴う効果について理論的に検討することを試み
る。理論的な説明については、これまでも教育の効果に関する研究の中でしばしば用いら
れ、特に1990年代後半以降、経済協力開発機構（以下、OECD）によって積極的に活用さ
れている人的資本論を用いることにする。

本稿の構成は次のとおりである。まず、女子の大学進学率が低くとどまる理由と女子の
進学が阻まれることによって生じる問題について、これまでの議論を整理することによ
り、女子の大学進学に伴う効果の検討が必要であることを明らかにする（第２節）。次い
で、社会の現況をジェンダーと学歴の関係から考察し、特に女子が大学に進学した場合と
しなかった場合に着目しつつ、社会の中でどのような違いや問題が生じているのかにいて
確認する（第３節）。次に、人的資本論と広義の人的資本論の教育分野での応用例につい
て確認することにより、女子の大学進学に伴う効果を検討する上で、広義の人的資本論の
活用が有効であることを示す（第４節）。その上で、女子の大学進学に伴う効果について
明示する（第５節）。最後に、結論と今後の課題について示す（第６節）。

２ ．女子の大学進学率が低くとどまる理由とそれに伴う問題：先行
研究の整理から

ここでは先行研究の整理を通じて、女子の大学進学率が低い理由と女子の進学が阻まれ
ることによって生じる問題について考察する。女子の進学が様々な理由から阻まれている
現実を認識することにより、女性の能力の開発・活用が遅れにつながったり、結果として
人的資本の蓄積が進んでいなかったりする現況を確認するためである。

2.1．女子の大学進学率が低いことに関する研究
まず、男子の大学進学率に比べ、なぜ女子の進学率が低くとどまっているのか、その理

由を探る研究および調査報告は数多く存在する。特にそれらの多くは、親の子どもに対す
る教育期待にジェンダー差があることについて繰り返し指摘している。例えば2001年に内
閣府が実施した「第二回青少年の生活と意識に関する基本調査」によれば、小学校高学年
の男の子を持つ親の場合、父母とも約65% が大学進学を期待しているのに対し、女の子
を持つ親の場合は、父親41%、母親47% にとどまっている。このように、「親の子どもに
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対する教育期待は、男の子の場合に高く、女の子の場合に低い」という調査結果は、
NHK 世論調査部が1973年以来、５年毎に同じ調査方法・同じ質問を用いて継続的に調査
を実施している「日本人の意識」調査においても報告されている（NHK 放送文化研究所
編2004）。また、「きょうだい」構成や性別が高等教育進学にどのような影響を与えている
のか考察する研究もある。例えば、近藤（1996）は1985年 SMM 調査データの分析によ
り、きょうだい規模を統制すれば、出生順位による教育達成の差異はそれほど大きくない
ものの、女子の高等教育進学では出生順位が上の方が有利になることを明らかにしてい
る。その他、中西（2004）や平沢・片瀬（2008）なども、性別・出生順位と高等教育進学
の関係について研究を行っており、どちらの研究も女子が負の影響を受けることを明らか
にしている。また、田中（1998）のように、女子の大学進学率決定要因を都道府県別に分
析する研究もある。同論文は、女子の場合、短期大学が自宅の近くにあればそれを選ぶ
が、４年制大学もある場合にはその方を優先すること、自営率が高いほど高等教育進学率
が高く、その場合には短期大学進学を優先することなどを明らかにしている。さらに小林

（2008）は、現在の高校生の進路選択に最も影響を与える要因として高校生の学力、家計
の経済力、性別を挙げている。そして性別に関しては、女子には専門学校や短大進学希望
者が多い一方、私立大学進学や浪人希望者が少ないこと、その理由として女子は学力や家
計の経済力、さらに親の教育観の影響を受けやすいことを明らかにしている。特に本人の
学力が低い場合、低所得者層の場合、親の教育観にジェンダー観が強く影響している場
合、高校生本人がそれらを認識している場合に、これらの要素が複合的に作用し、総じて
女子は、男子に比べ、大学ではなく、短大もしくは専門学校へ、私立大学ではなく、国公
立大学へ、自宅外通学ではなく、自宅通学という選択を迫られるという。

以上の調査結果や研究からは三つの示唆を得られる。第一に、親のジェンダー観が子ど
もに対する教育期待に強く影響しているということである。第二に、少子化が進行する一
方で、高学歴志向の高まりによって、就学期間が長期化したり、学校外教育投資も含めた
教育費が高騰したりしているため、性別によって教育資源を傾斜的に配分することによっ
て、子どもの教育戦略を練る家庭が増えているということ（広田 1999）である。そして
第三に、そのような教育戦略は、女子の大学進学を犠牲にすることによって成り立ってい
るということである。

今後、高学歴志向が高まることはあっても低下することはないだろう。しかし、小林
（2007，2008）をはじめ、家計による教育負担に関する数々の研究が明らかにしているよ
うに、経済的な心配をすることなく、子どもを皆大学に進学させるだけの余裕がある家庭
はほんの一部に限られている。このような状況を考慮すれば、女子の大学進学を抑制する
力は今後もはたらき続けることは間違いない。
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2.2．大学に進学しないことに伴う問題に関する研究
次に、大学に進学をしなかった女性に関する研究についてみてみよう。Britton ＆

Baxter（1999）は、イギリスの大学に入学予定の成人女性に面接調査を実施し、若い時
に大学に進学しなかった（またはできなかった）ことがその後の人生にどのような影響を
及ぼすのか、女性の心理について考察し、次の二点について明らかにしている。第一に、
調査対象となった女性の多くは、強い「教育の『自己達成』指向（‘self-fulfillment’
orientation to education）」があるにもかかわらず、女性の運命として結婚することや家
族を持つことが期待され、その期待に応えるように自分の潜在能力を試さないまま結婚に
至ったことに対するやりきれなさを感じていることである。第二に、結婚後については、
家事、育児、介護など私的領域における役割が評価されていないという思いが強いことで
ある。成人女子学生のうち、既婚女性の多くは、長い間このようなやりきれなさや不満を
持ち続けてきており、子育てが一段落した時に、「やっと自分の時間が来た」と感じて、
進学に至っている（Osborne 2004，300）。この研究は、イギリスに限らず、日本におい
ても、大学に進学しなかったことに対する不満感や焦りを抱きながら生活を送っている成
人女性が多く、そのような女性の間では大学進学に対する潜在的需要が大きいことを示唆
している（６）。

3.3．先行研究の整理から明らかになったことと本稿の視角
以上、女子の大学進学率が低いという問題を扱う研究について整理を行った。これらの

研究からは、⑴「女」に生まれたために、大学に進学する機会を阻まれ、大学に進学でき
ない女子（女性）が多く、⑵そのような女性は結婚してからも不満感や焦りを抱きながら
生活している傾向が高いことが明らかになった。これらの研究は、今なお女性は女性であ
るがゆえに不利益を被っていることを如実に表しているといえる。そして、このような問
題は女性個人の問題にとどまらない。社会は、政治・経済のグローバル化で国際競争が激
化し、少子・高齢化が急速に進行している。そのような状況においては、ジェンダーに

0 0 0 0 0 0

関
0

わらず
0 0 0

、大学教育をはじめとする高度な教育や訓練を通じて、人的資本を蓄積し、有効活
用することが不可欠である。それにもかかわらず、これまで見てきたとおり、女子につい
ては、高等教育における能力開発が著しく遅れている。以上の問題点を考慮すれば、女子
の大学進学に伴う効果の有無につい調べ、ある場合にはどの領域で、どの程度あるのかに
ついて理論的に説明することは、女性個人にとってだけでなく、社会にとっても有益であ
る。
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３．社会の現況：ジェンダーと学歴による違いと問題

第１節で述べたように、本稿の目的は、人的資本論という新たな理論的枠組みを用いて、
女子の大学進学に伴う効果について明らかにすることにある。いうまでもなく、その目的
を遂行することよって、女子の大学進学を促す契機になればという思いがある。しかし、
そのような目的を遂行するには、まずジェンダーと学歴をめぐる社会の現況について認識
しておくことが肝要である。いいかえれば、大学に進学した女性としなかった女性の間で
どのような違いが生じているのか、また、どのような問題が生じているのかについて把握
しておく必要がある。ジェンダーと学歴をめぐる社会の現況がどうなっているのか認識し
てはじめて女子が大学に進学することによって得られる効果を測れるからである。よって、
以下では、ジェンダーと学歴による違いと問題が顕著にみられる領域について考察を行う。

3.1．一般労働者の男女間賃金格差
労働市場における問題として、正規雇用者など一般労働者における男女間賃金格差の問

題がある。内閣府（2009）によれば、2008年では、男性一般労働者の給与水準を100とし
た時、女性一般労働者の給与水準は69.0とされる。男女間賃金格差について、比較可能な
OECD 加盟21カ国の中で比べると、韓国が最も大きく、次いで日本が大きい（OECD 
2006＝2008）。このような男女間賃金格差が生じる理由として、勤続年数、昇進、学歴構
成の違いの他、家族手当など、世帯主（多くは男性）を対象とした生活手当のシステムが
影響していることが考えられる。勤続年数、昇進、学歴構成の違いについて具体的にみる
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図表１　学歴別一般労働者の構成割合の推移

出典：内閣府（2009）66ページの第１︲２︲６図を複製。
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と、まず平均勤続年数は男性13.1年に対して女性8.6年である。管理的職業従事者（公務及
び学校教育を除く）に占める女性の割合は9.8% と依然として低い水準にとどまっている。
さらに、雇用者全体に占める大学・大学院卒の割合は、男性36.2％に対し、女性18.4% で、
女性の場合、高専・短大卒が30.8% と依然高くなっている（図１）。

ここで、最近の男女間賃金格差の状況を詳しくみておこう。2008年の労働者の賃金につ
いて、学歴別および男女別でみると、大学・大学院卒が、男性399,600円、女性273,500円

（男性賃金の68％）、高専・短大卒が、男性306,500円、女性243,600円（79％）、高校卒が、
男性297,000円、女性200,600円（68％）となっている（厚生労働省 2009a）。全学歴で女性
の賃金が男性の賃金を大きく下回ることはすでに周知の事実である。むしろ、驚くべきこ
とは、女性の大学・大学院卒および高専・短大卒の賃金が、男性の高校卒の賃金を大きく
下回っていることである。大学・大学院卒の女性の場合は、大学または大学院での就学の
ために高卒の人よりも４～９年間、短大卒の女性の場合で２年間余分に教育投資を行うこ
とによって、それぞれそれより低い学歴の女性よりは賃金を上げることが可能になってい
る。しかし、高校卒の男性

0 0 0 0 0 0

にはかなわないのである。高卒の男性の場合、工業高校卒の男
性は、かつてから「一人勝ち」といわれるほど、就職に強く、現在もその状況が続いてい
る（小杉 2008）。高卒男性の中でも、このような工業高校卒の男性が比較的高い賃金を得
ていることが、男性の賃金全体の高止まりを助ける理由のひとつになっているのかもしれ
ない。一方で、高卒女性については、かつてその多くが事務職に就くことができたが、女
性の高学歴化の影響で、短大卒女性や大卒女性がその職に就くようになった。同時に、事
務職では非正規雇用化も進んでいる。販売職やサービス職などについても非正規雇用化が
進んでいるため、結果として、高卒の女性が正規雇用者として就労可能な職業は限られ、
不安定雇用・低賃金労働を余儀なくされている。この点に関連して、小杉（2009）は、地
域の労働市場と職業教育に関する研究の中で、在学中を除く20－24歳層の学歴別就業状況
の推移（1992年から2007年）を考察し、特に最近の2002年から2007年の５年間に、学歴の
低い、高卒学歴の女性が最も正規雇用から排除されてきたこと指摘している。そして、本
項でのこれまでの議論を総括するかのように、荒井（2002）は労働賃金を学歴とジェン
ダーの視点から分析し、男性の賃金に比べて、女性の賃金はキャリアの不連続性がなくて
も相対的に低くなっているとする。そしてその理由として、高卒の女性標準労働者の賃金
が低く抑えられていることを指摘する。

次いで同学歴にみられる男女間賃金格差についてみてみると、現在のところ、高専・短
大卒者の間で最も小さく、大卒・大学院卒者と高卒者の間では同程度の大きさとなってい
る。しかし、大卒・大学院卒者間の男女間賃金格差については、今後、女性の大卒・大学
院卒者が増加し、これらの女性の勤続年数が伸びたり、昇進が増えたりする可能性は高
く、それに伴ってそうした格差が縮まる可能性は高い。
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3.2．非正規労働者・無業者・ニート（７）

フリーターを含む非正規労働者や無業者は、男性より女性の方に多く、相対的に学歴が
低い者や、高校や高等教育機関からの中退者に多い（男女共同参画会議 2009）。ニートに
ついては、かつては裕福な家庭の子どもが多かったが、昨今では、貧しい家庭で育った高
卒や中卒の男性ほど働くのを断念し、結果としてこれらの男性のニートが増えているとい
う（玄田 2008）。女性の非正規労働者やニートの場合は、自立に対する本人や親の意識が
弱い上に、そのような女性ほど結婚が遅れることが明らかになっており（太郎丸 2009）、
非婚中高年女性の貧困にもつながっている（橘木 2008）。また、女性の高校中退者の中に
は、在学中の妊娠が理由で中退せざるを得なかった者もかなり含まれる（男女共同参画会
議 2009）。経済が不安定な状況が続けば、非正規労働者、無業者、ニートは男女問わず、
今後ますます増加するだろう。

3.3．10代の女性の妊娠・出産、母子家庭、貧困
10代の女性の妊娠・出産は、OECD 加盟国中、日本とイギリスにおいてのみ、増加し

ている（OECD 2005＝2006）。OECD 加盟国や EU 加盟国の間では、10代の女性の妊娠・
出産は社会問題の一つとして捉えられ、その数を減らす取り組みが展開されている。例え
ば、10代の女性の妊娠は意図的ではなく、避妊の失敗による場合がほとんどであることか
ら、これらの国々では性教育や避妊具の無料配布などが積極的に行われている。その背景
には、この問題が原因で、各国の財政支出が増え続けてきたことがある。相対的貧困率が
高いひとり親世帯の中でも、10代の母親が世帯主となっている母子家庭の貧困状況はより
深刻であり、そのような世帯は社会保障費に大きく依存している。さらに深刻なことに、
10代の母親から生まれた子どもは、出生時の体重が少なく（「低体重児」と呼ばれる）、病
気や障がいを持って生まれる子も決して少ないとはいえず、そのような子をもつ母子家庭
は、さらに社会保障費に依存する傾向がある。すなわち、10代の女性の妊娠・出産を放置
することは、社会保障費のための財政支出の増加を意味する。先ほど女性の高校中退者の
中には、在学中の妊娠による者がかなり含まれることを指摘したが、妊娠に至る前に学校
からの脱落や学業面での失敗があることも指摘されている（同上）。しかし、日本では10
代の女性の妊娠・出産が他の国ほど社会問題化していないこともあり、その問題が放置さ
れたままとなっている。

わが国の母子家庭の状況について確認しておくと、まず、昨今の性交渉の早期化に伴
い、結婚期間が妊娠期間より短い出生件数が10代と20代前半の女性の間で増えていること
がある（井上・江原 2005）。夫婦が離別した場合には、母親が子どもを引き取るケースが
多いため、母親とその子からなる母子家庭が増加している。特に若い母親の場合について
は、低学歴で十分な知識や技能を身につけないまま出産、育児、そして離婚に至った者が
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多い。また、そのような若い母親の子どもたちは、「誰からもかまわれず、学校の成績が
悪化することが多い」（同上　98）。このような状況は、貧困の世代的再生産という問題に
も発展している。母子家庭の貧困状況についてみておくと、2007年に厚生労働省が発表し
た日本のひとり親世帯の相対的貧困率は54.3% であり、それは比較可能な OECD 加盟30
カ国の中で最も高く、いいかえれば最悪の結果であった（読売新聞　2009年11月13日）。
日本のひとり親世帯の実に２世帯に１世帯が貧困に陥っていることになるが、その多くが
母子家庭であることは、周知の事実である。その状況は、厚生労働省が５年毎に実施して
いる「全国母子家庭等調査」や阿部（2008）をはじめとする様々な研究によって明らかに
されている。

また、樋口美雄慶応大学教授らが、財団法人家計経済研究所による「消費生活に関する
パネル調査」をもとに、女性の生活様式の変化について調べた研究によれば、2002年時点
で中学卒業者（以下、中卒者）には貧困経験が多く、貧困経験者の約７割が中卒者である
とされる。また、中卒者の36% が持続的・慢性的貧困に陥り、安定層は３割にとどまる

（樋口・太田 2004）。同研究は、中卒者と母子家庭の母親との関係については言及してお
らず、はっきりしたことはわからないが、同研究の対象となった中卒者の中には、母子家
庭の母親も多く含まれているのではないかと予想される。

一方、このように低学歴で、若くして出産、離婚、貧困化する傾向にある母親と対照的
なのが大卒の女性である。大谷（1993）によれば、既婚女性のうち、「大卒」で有意に婚
前妊娠確率が低く、その理由として「避妊実行率の高さ」があるという。大卒の女性は、
他の学歴の者に比べ、より計画的に出産を考える傾向にあるといえる（８）。また、樋口・
太田（2004）によれば、高学歴になるほど貧困経験者が少なくなり、大学・大学院卒業者
では安定層が８割以上になる。概して、女性は高学歴になるにつれて、妊娠・出産に慎重
になり、かつ経済的にも安定化する傾向があるといえる。

3.4．健康：病気・肥満・ストレス・精神状況・飲酒・喫煙
続いて健康についてみてみよう。まず病気についてであるが、厚生労働省研究班の研究

によれば、女性の中でくも膜下出血や脳梗塞など脳卒中を発症するリスクが高いのは、中
卒者や大卒者であるとされる。中卒者の場合は、運動量が少なく、肥満や高血圧の者が多
く、大卒者の場合は、心理的なストレスを感じている者が多いことが原因だという（東京
新聞　2008年８月12日）。本節のこれまでの議論では、大卒者は、それより低い学歴の者
より常に有利な状況にあったが、ここではじめてそれとは異なる状況があることがわかっ
てきた。その一方で、女性の高学歴化は、中卒の女性に様々な負の影響を及ぼしている。
前述の樋口・太田（2004）は、中卒者の精神状況が著しく悪く、自己評価が低いこと、中
卒者には神経症傾向や被害的な妄想を持つ傾向が高いことを明らかにしている。先ほど中
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卒者の中には、貧困に陥っている者が多いことを指摘したが、そのような貧困状況に加え
中卒という学歴への不満が原因になっているという。また、このように辛く厳しい状況に
あるためか、中卒者には「『酒を飲み始めるとやめられ』ず、『一人で酒を飲む』人も多
い」（同上 289）という。このような中卒者に比べ、大学・大学院卒業者は、学歴自体の
影響のためというよりは、経済的な安定とそれがもたらすさまざまな生活様式に恵まれる
ため、精神状況は良好であり、生活満足度は、短大・高専、専門・専修、高校、中学の卒
業者と比べて、突出して高い（同上）。戦後における著しい女性の高学歴化と社会進出
は、大学・大学院卒業者に対しては正の影響となったり、負の影響となったりして表れて
いる一方、中卒者に対しては負の影響としてのみ表れているという非対称性がある。

また喫煙については、2008年時点で現在喫煙習慣がある者（９）の割合は、男性で36.8%、
女性で9.1% であり、調査を始めた2003年以降、減少傾向にある（厚生労働省 2009b）。男
女ともに喫煙習慣が減少傾向にあるとはいえ、その習慣がある男性は決して少なくない。
一方で、女性の喫煙習慣と学歴と女性の社会進出の関係について欧州19カ国の比較研究を
行った Schaap らは、GDP が高い国では、25－39歳の高学歴女性の間で高い喫煙傾向がみ
られたが、ほとんどの国では、学歴が高い女性ほど喫煙傾向が低いことを明らかにしてい
る（Schaap, Kunst, Leinsalu, Regidor, Espelt, Ekholm, Helmert, Klumbiene and 
Mackenbach 2009）。

3.5．犯罪
犯罪については、女性よりも男性の方が罪を犯す傾向にあることはよく知られている。

犯罪者の圧倒的多数が男性であるという状況は長年続いており、例えば2008年の新受刑者
総数は28,963名で、うち男性26,768名（92%）、女性2,195名（8%）であった（法務省 
2008）。また、高学歴者ほど受刑者の比率が小さいという指摘もある（矢野 2009）。

3.6．ジェンダーと学歴による違いと問題の考察
以上、社会における問題のうち、特にジェンダーや学歴、あるいは女子の大学進学が関

係している問題について考察した。本稿で取り上げた問題の他にも、平均寿命、自殺率、
ホームレスの問題など様々な問題があるだろう。しかし、すべての問題を扱うのは不可能
である上、論文の趣旨からもはずれるので、これくらいにとどめておく。ここでは、本節
で取り上げた問題について考察し、どのような傾向がみられるのかを明らかにする。

まず先に取り上げた問題を列挙すると、一般労働者の男女間賃金格差、非正規労働者、
無業者、ニート、10代の女性の妊娠・出産、母子家庭、貧困、病気、肥満、ストレス、精
神状況、飲酒、喫煙、犯罪となる。実に様々な問題がジェンダーと学歴に関係していると
いえる。そして、これらの問題を考察することによって明らかなことは、大学に進学し、
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卒業することによって、これらの問題に直面するリスクを小さくできる、あるいは望まし
くない習慣に陥らないで済むという傾向があるということである。いいかえれば、女子が
大学に進学し、卒業することによって、その個人が高い所得を得る、正規雇用に就く、意
図的でない妊娠を避ける、母子家庭になるリスクを小さくする、貧困に陥るリスクを小さ
くする、病気や肥満など健康を損なうような問題および習慣を避けるなどの可能性が高ま
るということになる。例外は、大卒の女性は高卒の女性より心理的なストレスを感じやす
く、そのために脳卒中になるリスクが高いということと、一部の先進諸国において、高学
歴女性に高い喫煙傾向が見られるということのみであった。これらの例外については、今
後わが国においても慎重に検討していく必要があるものの、概して、女性は、低い学歴に
とどまらないで、大学に進学し、卒業することによって、様々な効果を得られることがわ
かる。

女性は、大学に進学して、高い教育を受けることによって、女性を取り巻く環境をはじ
め、社会全般についての知識が豊富になる。就職を有利に進めるための技能の習得や資格
の取得にも力を入れるようになる。そして、大変興味深いのは、同時に結婚や出産のタイ
ミングについてもよく考えるという、いわば「生きていくための戦略」を練ることにも長
けてくるということである。大卒の女性が、それより低い学歴の女性に比して、経済的に
も精神的にも安定するのは、このようなしたたかで知的な行動をとるようになるためだろ
う。

４．人的資本論と教育分野におけるその応用

本節では、第２節と第３節で明らかになった女子の大学進学をめぐる現状を踏まえて、
まず人的資本論とは何か、教育分野でその理論はどのように使われてきたのかについて確
認する。

4.1．人的資本論とは
経済学では教育の効果を説明する理論として、人的資本論とシグナリング理論の二つが

提示されている。人的資本論は、Schultz や Mincer が中心となって開発し、その後
Becker が発展させた理論である。この理論では、教育を受けて知識を得ることによって
個人の生産性が上昇し、その結果として高い収入を得られるとする。一方、Spence は教
育の効果について、人的資本論とはまったく異なるシグナリング理論を提示している。シ
グナリング理論は、教育を受けることによって、個人の能力や生産性が上昇するとは限ら
ないとする。教育は個人の能力の程度を他者に知らせる「シグナル（信号）」に過ぎない
と考えるのである。よって、自分にもともと備わっている能力のことを知らない人々に対
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して、その能力について知らしめるためには、何らかのシグナルが必要で、人々はそのシ
グナルを得たいがために教育を受けると考える。例えば学生（情報の発信者）と企業（情
報の受け手）の間であれば、情報の非対称性が存在するため、学生は卒業証書や学歴など
のシグナルを得ることによって、自分の能力を示そうとすると考える。企業も発せられた
シグナルにある程度依存することによって、その学生の能力を認めようとすると考える。
よってこの理論では、大学の卒業証書は、自分が大学で能力を高めたことを示すものでは
なく、自分にもともとそのような能力が備わっていたことを示すものとして捉えられる。
これら二つの理論の妥当性をめぐっては、わが国においてもこれまで様々な議論が展開さ
れてきた。しかし、いまだ決着はついておらず（10）、今後も議論が続くものと思われる。

一方、OECD は、明確に人的資本論を支持し、経済政策や教育政策を考える上で広く
活用している。OECD では、人的投資は、「発展した経済と民主社会の中核的役割を持つ
とみなされ」（OECD 2002＝2006，191）、人的資本論は、「今日の主要な経済問題である
経済成長、賃金格差、労働移動、所得分布などに積極的な発言を」（同上 291）行う理論
として据えられている。

4.2．広義の人的資本論によるアプローチ
わが国においては、教育の分野で人的資本論を用いた研究というと、労働賃金にみられ

る学歴効果（学歴による差）を測定したり（例えば荒井1995，2002，2007；橘木・松浦
2008）、教育投資に対する収益率を学歴別に明らかにしたりするなど（経済企画庁 1996；
矢野 1982，1996；島 2009）、ひとくちにいえば教育による貨幣的効果に着目する研究が
主流である。このような研究は、高等教育費に対する公財政教育支出の対 GDP 比が世界
の先進諸国の中で最低水準にあり、その分家計による教育費負担に依存しているわが国に
おいてはきわめて重要である。家計の教育負担が大きいだけに、受験生やその親の関心
が、大学教育投資収益率がいったいどの程度あるのかについて関心を示さないはずはない
し、国として教育費負担問題を考える上でも重要な資料となるからである。

一方で、OECD や矢野眞和昭和女子大学教授は、広義の人的資本論を用いて、教育に
よって個人が享受する貨幣的効果というより、むしろ非貨幣的効果

0 0 0 0 0 0

に、そして個人的効果
というよりは社会的効果

0 0 0 0 0

に着目する研究を行っている。以下では、これらの研究について
整理する。
4.2.1．人的資本論による生涯学習の効果に関する説明：OECDの試み

OECD は、1990年代後半以降、経済の成長と社会の発展を支える中核に人的資本を位
置づけ、それを生涯学習によって増大し、活用していく必要があるとの考えに基づき、生
涯教育の充実と普及に力を入れている。その背景には、第一に、「知識主導型社会への移
行に伴い、教育訓練の必要性が高まっていることがある」（池本 2003，91）。ICT 化の進
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展とそれに伴う経済のグローバル化によって、「急激に変化する社会においては、学校で
学んだ知識だけでは通用せず、不断の変化に適合していくことが求められる」（池本 2003, 
91︲92）。第二に、多くの OECD 加盟国で「富裕労働者」世帯と「貧困労働者」世帯の割
合が増加し、社会的不平等が拡大していることがある（同上 92）。第三に、家族や地域社
会の細分化が進むことによって、社会的紐帯が希薄化しているということがある。生涯学
習を通じて、技能の習得を促進し、不平等を縮小させ、社会的なネットワークやコミュニ
ティなどの社会関係資本を強化しようとするねらいがある（同上 93）。OECD が、人的資
本の運用効果として、貨幣的効果と同様、非貨幣的効果についても重視していることは大
変興味深い。この点について図式化すると図２のようになる。

この図に関連して、OECD（2001）は、教育が社会に対して貨幣的効果だけでなく、よ
りよい健康、低犯罪、政治やコミュニティへの参加、社会の連帯など非貨幣的効果をもた
らすと考えている。特に、教育による非貨幣的効果としてよりよい健康については強調が
みられ、より高い教育を受けた人ほど、ひどい喫煙や飲酒、体重過多に陥らずに済んでい
るとしている。また、社会保障制度の利用についても、より高い教育を受けた人ほど、社
会手当を受ける可能性が低いこと、高い教育を受けた母親の子どもは、福祉手当を（受け
られるとしても）受ける可能性が低いことなどに言及している。

OECD 加盟諸国が生涯学習に尽力するようになってきている背景には、そうした国々
の間で教育が個人および社会に貨幣的効果および非貨幣的効果をもたらすものであること
と、多くの人が生涯学習に参加すればするほど、そのような効果が増大する可能性が高い
ことに対する認識が深まっていることがある。OECD は、このような自分の能力を準備、

資源
教育
OJT

非公式な学習

生来の資質
遺伝的継承

家族
社会
他の環境

諸要因

成果

人的資本
１．基本的人的資源＝生産能力（容量）資質
２．広義の人的資源＝それぞれの能力を適
切に配置し、開発する能力

経済的便益
１．個人的（例：高所得、失業
リスクの低さ）

２．企業・経済全体（例：生産
性収益）

非経済的便益
１．個人的（例：幸福、職業的
満足）

２．社会的（例：コミュニティ
参加、犯罪率の低さ）

図２　人的資本―資源、諸側面および成果

出典：OECD（2002=2006）194ページの図5.1を複製。
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運用、発展させる能力を「広義の社会資本」と呼び（OECD 2002＝2006）、それを蓄積す
る上での有効な方法として生涯学習を捉えているのである。　

昨今、OECD の関心事は、従来の教育への投資や参加率から学習の社会的成果にシフ
トしてきている。なぜなら、学習の成果の多くは意図されたものである一方、そうでない
ものも多く、学習の成果は、学習した個人においてのみ表れるのではなく、家族、企業、
地域社会、さらには社会全体にも影響を及ぼし得ることに気づいたからである。そこで、
OECD は、学習が「人的資本と社会関係資本の両方の発達と促進に重要な役割を担って
いる」と捉えると同時に、「人的資本と社会関係資本は相互的に、学習の成果であるのみ
ならず、学習プロセスへの主要なインプットである」（OECD，1998，2001）と考え、生
涯学習をはじめとする多様な学習とそのあり方、さらには社会的成果の測定などに力を入
れている。OECD のそのような考え方を示したのが図３である。

OECD は、この図の説明として、それぞれの形態をとる学習の成果はもともとの学習
目的の成果（図では「コンピテンシー」）として表れるが、さらに予期せぬ成果として表
れ得ることを示唆する。同時に、「これらの成果はさらに、その後の学習に影響を与え
る。例えば、教育は個々人に資格を付与し、この資格はその後の職業のタイプとレベルに
影響し、さらにその職場における学習機会、その他の場面における学習機会の両方に影響
を及ぼす」（OECD 2007＝2008，58）という説明を加えている。OECD は、学習の成果

ライフロングーライフワイド学習

ライフロング

正規の
初期教育

ラ
イ
フ
ワ
イ
ド

成人学習
状況

・成人教育
・企業内訓練
・インフォー
マル学習

人的資本

コンピテンシー

社会関係資本

経済的・社会的成果

時間の経過に伴う複雑な相互作用的かつダイナミックなプロセス

職業生活

社会・
市民生活

家庭・家族・
余暇生活

個人の
非金銭
的成果

公共の
非金銭
的成果

個人の
金銭的
成果

公共の
金銭的
成果

図３　学習、コンピテンシー、資本形成の主要な関係性、ならびに経済および社会に対する学習の影響

出典：OECD（2007＝2008）58ページ、図2.1を複製。
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を、学習目的の遂行の有無という狭い範囲で捉えるのではなく、より広く
0 0 0 0

、より長期的
0 0 0 0 0

に、そして
0 0 0

より複合的に
0 0 0 0 0 0

捉える必要があることを示唆している。
4.2.2．人的資本論による大学教育の効果に関する説明：矢野（2009）における試み

わが国においても、先述の矢野眞和が2009年に「教育と労働と社会―教育効果の視点か
ら」と題した論文を発表し、人的資本論による教育効果の説明を試みている。その中で、
矢野は教育効果を次の二つの分類軸を用いて検討する。すなわち、ひとつは教育効果が教
育を受けた個人に帰着するのか、社会に帰着するのかという軸、そしてもうひとつはその
効果が貨幣的なものか、非貨幣的なものかという軸である。そしてその二つの軸をクロス
させるとどうなるかについて図表を用いて説明している。それが図４である。

まず図４のタイトルに注目してほしい。ここでは「教育効果の多元性と複合性」となっ
ているが、文脈から判断すると、矢野はこの図の作成にあたって「大学教育の効果」を想
定していることは明らかである。よって、この図は「大学教育の効果の多元性と複合性」
と捉えても問題がない。また、図４の内容は、先に挙げた OECD の図３の内容の一部に
ついてよりわかりやすい説明を加えていると据えるのが妥当である。さらに、この図の中
で「人的資本」ということばは一度も使われていないが、人的資本論がその基礎にあるこ
とは明らかである。ここで矢野が明示しているのは、個人が受けた教育の効果が、その個
人に対する貨幣的・非貨幣的効果として表れるだけではなく、社会に対しても貨幣的・非
貨幣的効果として表れることである。その上で、矢野は、その説明の具体例として、自身
が行った生涯所得計算を挙げ、⑴大卒者が生涯に支払う税金が、高卒者よりも1,600万円
程度高いことを示す。そして、大卒者が増えれば、税収入が増加するため、大学に税金の
一部を公教育費として活用することは合理的な公共投資であると述べる。さらに、大卒者
は、医療費や生活保護費などの政府支出に依存しない傾向にあることや、受刑者に占める
高学歴者の比率が小さいことについて触れる。後者の理由については、比較的高くて安定
した収入を得られること、より良好な健康状態にあること、レジャーなどに恵まれている

社会のため
（皆のため）

個人のため
（自分のため）

貨幣的 税金収入の増加
生産性の向上
政府支出依存の縮減

高い所得
雇用
仕事条件の改善

非貨幣的 犯罪率の減少
市民生活の向上
社会的凝集性

健康の改善
生活の質の向上
レジャーの多様化

図４　教育効果の多元性と複合性

出典：矢野（2009）６ページの図１を複製。
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ことなどが複合的に作用しているためとする。図４の中の矢印は、それぞれの効果の複合
的作用関係を示しており、大変重要である。（11）

4.3．教育分野における広義の人的資本論の有用性
₄．₂の冒頭で述べたように、教育の分野で人的資本論を用いた研究というと、これまで

は労働賃金にみられる学歴効果を測定したり、教育投資に対する収益率を学歴別に明らか
にしたりする研究が主流であった。しかし、これまでみてきたように、今日では OECD
や矢野眞和などが、教育によって個人が享受する貨幣的効果というより、むしろ非貨幣的

0 0 0 0

効果
0 0

に、そして個人的効果というよりは社会的効果
0 0 0 0 0

に着目し、それらを明らかにしようと
しつつある。それらの試みは単に斬新であるだけでなく、見えにくく、理解されにくい教
育の効果を測定し、明示しようと試みている点で評価される。さらに、それを明示するこ
とによって、教育に対する再評価や新たな教育提言を促す契機を創出しているという点で
意義深い。

５．女子の大学進学に伴う諸効果

これまでの議論の主な点を整理すると、第３節では、一般労働者の男女間賃金格差、非
正規労働者・無業者・ニート、10代の女性の妊娠・出産と母子家庭、貧困、病気、肥満、
ストレス、精神状況、飲酒、喫煙、犯罪について、ジェンダーと学歴の視点から考察し
た。そして、女子が大学に進学し、卒業することによって、その個人が高い所得を得る、
正規雇用に就く、意図的でない妊娠を避ける、母子家庭になるリスクを小さくする、貧困
に陥るリスクを小さくする、病気や肥満など健康を損なうような問題および習慣を避ける
などの可能性が高まることを示唆した。次いで第４節では、まず人的資本論はもともと個
人の貨幣的効果について理論的に検討する枠組みとして開発されたものであることを示し
た。その後、人的資本論は、OECD や矢野が試みているように、個人の貨幣的効果に限
らず、個人の非貨幣的効果や社会の貨幣的効果や非貨幣的効果というより広い範囲におけ
る人的資本の役割についてまで考察可能な理論になっていることを示した。

以下では、これらのことを踏まえて、女子の大学進学に伴う効果について検討する。そ
の際、第４節で取り上げた矢野の図４については、その文脈から判断して「大学教育の効
果の多元性と複合性」について表しているものと解釈可能だったので、その図を応用しな
がら解釈を行っていく。

まず、女子が大学に進学することによって、その個人が享受する貨幣的効果および非貨
幣的効果については、高い賃金を得る、正規雇用に就くなど本節の冒頭で述べたとおりで
ある。さらに、女性個人の人的資本の役割についてより広く解釈すると、⑴女性が高い所
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得を安定的に得ることによって、独身の場合は、親や兄弟の経済的リスクを減らしたり、
既婚の場合は、夫の経済的リスクを減らすなど、家庭内の経済的リスクの分散が可能にな
るということ、⑵若いうちの意図的ではない出産を回避することによって、生まれてくる
子どもの健康問題（例えば低体重、病気、障がいなど）のリスクを小さくできる、⑶大学
に進学し、卒業することによって自尊心を高めたり、自信を強めたりできるということが
考えられる（12）。さらに、第３節第４項で取り上げた樋口・太田（2004）にならえば、⑷
経済的安定とそれがもたらす生活様式にも恵まれるため、精神状況は良好になる可能性も
高い（13）。

次に、女性が大学卒業後に働くことによって、社会にもたらす貨幣的効果および非貨幣
的効果について考えてみよう。まず、貨幣的効果については、税金の収入増加、生産性の
向上などが考えられる。さらに、若いうちに妊娠・出産する女性や貧困に陥る母子家庭が
減ることによって、政府支出依存の縮減（児童扶養手当、児童手当、就学援助、生活保護
費、医療費補助など）も期待できる。次に、非貨幣的効果については、犯罪率の減少、市
民生活の向上、社会的凝集性（コミュニティ活動やボランティア活動への参加など）の
他、さきに述べたこととも関連するが、計画的妊娠・出産の増加や母子家庭数の減少が考
えられる。

以上のことを図示すると図５のようになる。さらに、図５の中の矢印が示すように、そ
れぞれの効果が複合的に作用していることにも注意が払われなければならない。この図
は、筆者が先の図４を参考に作成したものだが、図中にはまだ議論していない「情報の量
的確保とその活用」ということばを付している。なぜなら、この図をみても明らかなよう
に、大学教育の効果とは考えにくいものも少なくない。大学教育が必ずしも意図していな
い領域においてもその効果が表れているように思われる。OECD の表現を借りれば、「定
められた目標が何であれ、成果（効果）の多くは意図されたものであるが、そうでないも
のもまた多い」（OECD 2007＝2008，57、カッコ内は筆者による）のである。例えば、「意
図的でない妊娠・出産の回避」に関する知識はその典型である。このような効果が表れる
のは、おそらく大学教育を通じてだけでなく、ICT、読書、ピアグループ、恋人、先輩な
ど多様な媒体を通じて、情報の量的確保を行い、その取捨選択や応用を行うためであると
考えられる。このような「情報の量的確保とその活用」の力がどのように養われるのかに
ついては十分明らかになっていないものの、このような力が備わることこそ、女子の大学
進学に伴う効果として、もっとも重要であり、期待できることなのかもしれない。そして
理論的な観点からいえば、このような効果については、シグナリング理論で説明すること
は不可能であり、人的資本論によってのみ説明することが可能である。情報の量的確保と
その活用は、大学に進学した個人に蓄積された能力の行使を意味するのであって、自分に
関する情報を他者に与えるためのシグナルを意味するわけではないからである。さらにこ
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の点については、狭義の人的資本論ではなく、広義の人的資本論を用いることによっては
じめて明示可能であることを強調しておく。

６．むすびに

本稿の目的は、広義の人的資本論を用いて、女子の大学進学に伴う効果について明らか
にすることにあった。そして、女子の大学進学に伴う効果は、その個人に経済的効果や非
貨幣的効果としても表れ、同様に、社会においても、貨幣的効果や非貨幣的効果として表
れることが明らかになった。女子の大学進学に伴う効果は実に多様であるということであ
る。また、このような効果の中には、シグナリング理論では説明ができず、人的資本論に
よってのみ説明が可能であるものも含まれた。さらに、効果の中には、広義の人的資本論
を用いることによってはじめて明らかになるものも含まれた。女子の大学進学に伴う効果
を広義の人的資本論を用いて検討することは非常に有益であることが明らかになった。

わが国では、高等教育の大衆化が進み、高等教育の需要側である学生もその供給側であ
る教育機関もその質は一層多様化し、それぞれの間では格差化が進行している。その上、
学生の進学動機も多様化している。そのため、女子の大学進学に伴う効果について本質的
に据えることには慎重でなければならない。しかし同時に、女子の大学進学に伴う効果
は、実に多様であるという認識と、それらの効果は、大学に進学した個人にのみもたらさ
れるのではなく、社会にももたらされるという認識が広がること、そしてそのような認識
にたつ研究が増えていくことが望まれる。そのような認識が広がり、また研究も増えてい

図５　女子の大学進学に伴う効果の多元性と複合性

社会のため
（皆のため）

個人のため
（自分のため）

貨幣的 税金収入の増加
生産性の向上
政府支出依存の縮減

（児童扶養手当、児童手当、就学援
助、生活保護費、医療費補助など）＊

高い所得
家庭内の経済的リスクの分散＊

雇用
仕事条件の改善

非貨幣的 犯罪率の減少
市民生活の向上
社会的凝集性（コミュニティ活動・
ボランティア活動への参加など）＊

意図的でない妊娠・出産に起因す
る母子家庭の減少 ＊

情報の量的確保とその活用＊

健康の改善（肥満、精神状況、飲
酒、喫煙）＊

意図的でない妊娠・出産の回避＊

子の出生時の健康問題の防止（低
体重、病気、障がいなど）＊

生活の質の向上
生活満足度の高まり＊

自尊心・自信を持つ ＊

出典：図４（矢野 2009 6 ページを複製したもの）をもとに筆者作成。
注：＊は、筆者がすべてまたは一部加筆した部分を示す。
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けば、女子の大学進学を促す動きも活発になるだろう。同時に、「女だから」という理由
で大学に進学する機会を阻まれる者の数も減るだろう。

注
⑴　「女子」という用語はしばしば学校教育および学校教育に関する研究において用いら

れ、ややもすれば「女子」を教員他が見下しているような印象を与えがちになる。今
日、高等教育では成人学生が増えつつあることを鑑みて、「女子」ではなく、「女性」
を使用する方が望ましいという意見も出てきている。筆者自身はこの考え方に賛成で
あるが、本稿は、若年女子の大学進学に焦点を絞っており、「女性」を使用するとか
えって違和感があるので、慣例に従い「女子」を使用する。

⑵　女性学やジェンダー論では、これまで生物学的性、性別を「セックス」、社会的・文
化的性を「ジェンダー」として、明確に区別してきたが、最近は、これらを区別せ
ず、総じて「ジェンダー」とする傾向にある。例えば、「性別」、「男女」、「男女差」
の代わりに、「ジェンダー」や「ジェンダー差」という表現がしばしば使われるよう
になってきている。しかし、本稿では、「男女」の表記を使用している公的機関によ
る統計や資料を頻繁に参考にすることもあり、本稿全体においても可能な限り「ジェ
ンダー」ではなく「男女」の方で統一することにする。

⑶　橘木（2009）は女性の間での教育が３極化しているとするが、本稿では高等教育に焦
点を絞る。

⑷　本来、高等教育は、大学院、大学、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門過程、
いわゆる「専門学校」）を指すが、高等教育研究をはじめとする様々な分野で、慣習
的に「大学・短大進学率」あるいはこれを「高等教育進学率」と呼んで使用すること
が多い。

⑸　文部科学省による「学校基本調査」によれば、ここ数年、女子の間で社会科学分野を
専攻する学生が最も多くなっており、2008年では、同分野を専攻している全学生の３
割以上を女子が占めている。一方で、工学分野を専攻する女子学生は、同分野専攻の
全学生の10.5% にとどまり、人文科学分野を専攻する女子学生は、同分野専攻の全学
生の66.4% を占めているという状況で、このような「工学は男子、人文科学は女子」
という専攻分野の偏りは依然根強く残っている。さらに、大学院への進学率について
も、男子の15.5% に比して、女子は7.5% にとどまっている。

⑹　内閣府男女共同参画局（2004）によれば、現在30歳以上の女性の約８割が高等教育を
受けていない。また、OECD も、2002年現在、わが国における大学型高等教育およ
び上級研究学位プログラムを終了した25歳から64歳の人の割合は、男性の場合が30%
であるのに対し、女性の場合は11% にとどまるとしている（OECD 2004, 56-57）。わ
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が国における成人女性間での大学進学に対する潜在的需要も相当大きいことが予想さ
れる。

⑺　厚生労働省は、『労働経済白書』の中でニートの定義を「15～34歳の非労働力人口
（非就業、非求職）で家事も通学もしていない『若年無業者』」とし、中高年も含めた
「無業者」とは区別している。本稿においても、ニートと無業者について厚生労働省
の定義に従う。

⑻　ただし、現役女子大学生や大卒女性の中にも、若くして妊娠し、出産する者もいれ
ば、中絶する者もいる。あるいはそのような経験を持つ者もいる。よって、現役女子
大学生や大卒女性のこの点については慎重に検討する必要がある。

⑼　これまで合計100本以上又は６カ月以上たばこを吸っている（吸っていた）者のう
ち、「この１ヶ月間に毎日又は時々タバコを吸っている」と回答した者を指す（厚生
労働省　2008）。

⑽　例えば橘木は（2007）はわが国の状況を鑑みて、かつてはスクリーニング仮説が有力
であったが、現在は人的資本論の方が妥当とする。一方、矢野（2009）はそのどちら
も支持する調査結果を導き出しているが、本人の考えは明確にしていない。

⑾　OECD（2007＝2008）は、教育による潜在的な非貨幣的効果（以下の付表１では、
「非金銭的利益」）について、個人的なものと公的なものに分けて一覧にしているの
で、それを以下に示す。個々の項目の有意性については、別途検討したいと思う。こ
こでは、OECD によって、教育の効果が非常に広範囲にわたって表れることが明ら
かにされつつあるということを指摘するだけにとどめておく。

⑿　Jamieson, A., Sabates, R., Woodley, A. and Feinstein, L. （2009）は、イギリスの二つ
の大学でパートタイマーとして学ぶ成人学生を対象に、高等教育の効果に関する調査
を実施し、その結果として、人的資本、アイデンティティ資本、社会的資本のすべて
において著しい効果がみられたとしている。

⒀　ただし、これらはあくまで女性が大学に進学しなかった場合との比較であり、平均と
しての話であるため、女性が大学に進学すれば、単純に皆が幸せになるとか、すべて
がうまくまわるようになるといっているわけではない。実際、Need and de Jong

（2008）は、オランダの大学に在籍する学生の期待所得に影響を及ぼす要因に関する
調査を実施し、その結果として、学生の性格的特徴が期待所得に影響を及ぼし、その
影響はジェンダー差や専攻分野の違いによってさらに拡大することを明らかにしてい
る。今後は、このような研究を含め、女性の大学進学に伴う効果についてより詳し
く、かつ慎重に検討していく必要があるだろう。
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